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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。  

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第50期第３四半期連結会計期間及び第51期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第50期

第３四半期連結
累計期間 

第51期
第３四半期連結

累計期間 

第50期
第３四半期連結

会計期間 

第51期 
第３四半期連結 

会計期間 
第50期

会計期間 

自平成22年
１月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成23年
１月１日 

至平成23年 
９月30日 

自平成22年
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成23年 
７月１日 

至平成23年 
９月30日 

自平成22年
１月１日 

至平成22年 
12月31日 

売上高（百万円）  348,976  359,889  104,681  110,745  463,493

経常利益（百万円）  14,630  17,934  2,101  3,629  19,508

四半期（当期）純利益（百万円）  7,961  9,869  903  2,045  10,631

純資産額（百万円） － －  106,201  114,468  108,931

総資産額（百万円） － －  207,563  218,110  213,401

１株当たり純資産額（円） － －  3,339.79  3,598.64  3,425.67

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 251.93  312.32  28.60  64.73  336.42

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 251.80  312.16  －  －  336.28

自己資本比率（％） － －  50.8  52.1  50.7

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 17,799  18,151 － －  17,851

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △6,344  △3,726 － －  △7,527

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △4,194  △4,218 － －  △5,205

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  40,067  48,203  37,924

従業員数（人） － －  8,284  8,236  8,240
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。   

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。   

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員です。臨時従業員数は（ ）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。      

２．当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含みます。  

３．臨時従業員には、契約社員、アルバイト、人材会社などからの派遣社員を含んでおり、連結会社からの派遣

社員は含んでおりません。   

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１. 従業員数は就業人員です。臨時従業員数は（ ）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２．当社から社外への出向者6名を除き、社外から当社への出向者13名を含みます。 

３．臨時従業員には、契約社員、アルバイト、人材会社などからの派遣社員を含んでおり、連結子会社からの派

遣社員273名は含んでおりません。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成23年９月30日現在

従業員数（人） 8,236 ( ) 1,106

  平成23年９月30日現在

従業員数（人） 6,729 ( ) 706
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(1）生産実績 

 当社グループの主たる業務は、システム導入までのシステムインテグレーションとシステム導入後のサービス＆

サポート等であります。これらはお客様の注文に応じてサービス及びサポートを提供するものであり、受注形態も

多岐にわたっております。このため、数量の把握をはじめ生産概念の意義が薄く、生産実績を把握することは困難

でありますので、記載を省略しております。 

  

(2）商品仕入実績 

 当第３四半期連結会計期間の商品仕入実績をセグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

  （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．金額は仕入価額によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注状況 

 当社グループの生産業務の内容は、ハードウェア及びソフトウェアの保守メンテナンスといったサポート業務が

主なものであり、個別受注生産の占める割合が少ないため、受注状況の記載を省略しております。 

  

(4）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

 セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年７月１日 

    至 平成23年９月30日） 

  
前年同四半期比（％） 

      

 システムインテグレーション事業（百万円）      43,725      －

 サービス＆サポート事業（百万円）                 19,823                   －

 その他の事業（百万円）  3  －

 合計（百万円）     63,553     －

セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年７月１日 

    至 平成23年９月30日） 

  
前年同四半期比（％） 

      

 システムインテグレーション事業（百万円）      58,976      －

 サービス＆サポート事業（百万円）                 51,548                   －

 その他の事業（百万円）  220  －

 合計（百万円）     110,745     －

２【事業等のリスク】
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当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。   

  

(1) 業績の状況   

 当第３四半期連結会計期間（平成23年７月１日～平成23年９月30日）は、国内経済では東日本大震災による生

産活動の低下や自粛ムードが徐々に解消に向う一方で、世界経済で欧州の財政問題や米国経済の停滞により先行

き不透明感が強くなり一層の円高や株安などが起こりました。 

 このような経済状況の中で、国内企業のIT投資は多くの企業が慎重な姿勢をとるものの、システムの更新や節

電対策、BCP（事業継続計画）構築、タブレット端末の市場投入などによる需要が発生し、積極的なIT投資を行

う企業も出てきました。 

 このような環境において当社グループは、「お客様の信頼に応え、ITでオフィスを元気にする」を平成23年度

のスローガンに掲げ、お客様との接点を強化し生産性向上、投資対効果の高いシステム提案を積極的に行いまし

た。また複数の製品やサービスを組み合わせたパック商材の整備・拡充、魅力ある保守サービスの開発などスト

ックビジネスの充実を通じて、お客様と安定的かつ長期的な取引関係を構築することによる収益基盤の強化を図

りました。さらに、震災後の新たなIT需要に応えるために、節電対策ソリューションやBCPソリューションの提

案を行いました。 

 以上の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は1,107億45百万円（前年同期比5.8％増）となりました。利

益につきましては、売上総利益率の改善と販売費及び一般管理費のコントロールにより、営業利益33億69百万円

（前年同期比75.1％増）、経常利益36億29百万円（前年同期比72.7％増）、純利益20億45百万円（前年同期比

126.4％増）となりました。 

  

（システムインテグレーション事業）  

 コンサルティングからシステム設計・開発、搬入設置工事、ネットワーク構築まで最適なシステムを提供する

システムインテグレーション事業では、震災後の製品供給不足による影響もほぼ解消し、企業におけるシステム

更新需要やIT投資に積極的な企業の需要を掴み、売上高は589億76百万円（前年同期比7.8％増）となりました。

  

（サービス＆サポート事業）  

 サプライ供給、ハード＆ソフト保守、テレフォンサポート、アウトソーシングサービス等により導入システム

や企業活動をトータルにサポートするサービス＆サポート事業では、オフィスサプライ通信販売事業「たのめー

る（*）」の売上を堅調に伸ばし、売上高は515億48百万円（前年同期比4.0％増）となりました。 

  

（その他の事業）  

 その他の事業では、売上高は2億20百万円（前年同期比45.3％減）となりました。 

  

  *たのめーる＝MRO（Maintenance, Repair and Operation：消耗品・補修用品など、企業内で日常的に使用される

サプライ用品のこと）事業の中核を担う事業ブランド。 

                 

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 財政状態の分析 

 総資産は「現金及び預金」の増加等により、前連結会計年度末と比べて47億9百万円増加し、2,181億10百万円

となりました。 

  負債は「支払手形及び買掛金」の減少等により、前連結会計年度末と比べて8億27百万円減少し、1,036億42百

万円となりました。 

 純資産は「利益剰余金」の増加等により、前連結会計年度末と比べて55億36百万円増加し、1,144億68百万円

となりました。 

 この結果、自己資本比率は52.1％、１株当たり純資産は3,598円64銭となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、第２四半期連結会

計期間末に比べて80億21百万円減少し、482億3百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。  

 営業活動に使用した資金は、税金等調整前四半期純利益35億25百万円、売上債権の減少89億32百万円等があり

ましたが、仕入債務の減少106億52百万円、法人税等の支払額44億14百万円等の支出により、67億61百万円（前

年同期比11.8%減）となりました。 

 投資活動に使用した資金は、有形固定資産の取得3億2百万円、ソフトウェアの取得6億13百万円等により、12

億48百万円（前年同期比46.2%減）となりました。 

 財務活動に使用した資金は、11百万円（前年同期比0.0%減）となりました。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更

はありません。  

  

(5) 研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、27百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

  

 当第３四半期会計期間において、大塚裕司及びその共同保有者である大塚装備株式会社から平成23年９月13日

付の大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、平成23年９月６日現在でそれぞれ以下のとおり株式を

保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式

数の確認ができません。 

 その大量保有報告書（変更報告書）の内容は、以下のとおりであります。 

    

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  112,860,000

計  112,860,000

種類 
第３四半期会計期間末現在
発行数（株） 
（平成23年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月11日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  31,667,020  31,667,020
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

100株  

計  31,667,020  31,667,020 － － 

(2)【新株予約権等の状況】

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4)【ライツプランの内容】

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

  平成23年７月１日～ 

  平成23年９月30日  
 －  31,667  －  10,374  －  16,254

(6)【大株主の状況】

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に対する所有

株式数の割合（％） 

大塚裕司 東京都新宿区           946                2.99 

大塚装備株式会社 東京都千代田区飯田橋２丁目18番４号         9,788               30.91 
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

  

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。  

  

(7)【議決権の状況】

平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式        65,800 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   31,594,300  315,943 － 

単元未満株式 普通株式         6,920 － － 

発行済株式総数  31,667,020 － － 

総株主の議決権 －  315,943 － 

平成23年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社大塚商会 
東京都千代田区 

飯田橋2－18－4 
 65,800   －  65,800  0.20

計 －  65,800   －  65,800  0.20

２【株価の推移】

月別 
平成23年 
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  5,690  6,170  5,990  5,420  5,260  5,100  5,370  5,510  5,420

最低（円）  5,110  5,160  4,100  4,715  4,585  4,580  5,020  4,715  4,960
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 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

  

（1）新任役員 

該当事項はありません。 

  

（2）退任役員 

該当事項はありません。 

  

（3）役職の異動 

  

（4）執行役員に関する事項 

当社はコーポレートガバナンスの強化と、より一層の経営効率化を図るため、平成15年７月１日より執行役員

制度を導入いたしております。 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの執行役員の異動は次のとおりであり

ます。 

  

①新任執行役員 

該当事項はありません。 

  

３【役員の状況】

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日 

代表取締役社長 マーケティング本部長 
営業本部長、マーケティン

グ本部長 
大塚 裕司 平成23年４月１日

取締役兼 

専務執行役員 

営業本部長、マーケティン

グ副本部長、関西支社長 

営業副本部長、マーケティ

ング副本部長、広域支店担

当 

片倉 一幸 平成23年４月１日

取締役兼 

上席常務執行役員 

ビジネスパートナー事業部

長、ホテル事業部担当 

ビジネスパートナー事業部

長 
塩川 公男 平成23年４月１日

取締役兼 

常務執行役員 

プロジェクト推進室長、監

査室長 

監査室長、経営企画室長、

ブランド戦略室長 
齋藤 廣伸 平成23年４月１日

取締役兼 

常務執行役員 

経営管理本部長、経理部

長、業務管理部長 
経理部長 若松 康博 平成23年４月１日

取締役兼 

上席執行役員 

技術副本部長、ＴＣソリュー

ション部門長、テクニカルソリ

ューションセンター長、サー

ビスセンター長 

ＴＣソリューション部門長、サポ

ートセンター部門長、テクニカ

ルソリューションセンター長、サ

ービスセンター長、システムサ

ポート部担当 

桜井  実 平成23年４月１日

取締役兼 

専務執行役員 

営業本部長、マーケティン

グ副本部長 

営業本部長、マーケティン

グ副本部長、関西支社長 
片倉 一幸 平成23年７月１日

取締役兼 

常務執行役員 

関西支社長、エリア部門

長、大阪北営業部長、エリ

アプロモーション部担当 

エリア部門長、エリアプロ

モーション部担当 
矢野 克尚 平成23年７月１日

取締役兼 

上席執行役員 
北関東営業部長 中部支社長 山  幸司 平成23年７月１日
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②退任執行役員  

   

③役職の異動 

  

 役名 職名 氏名 異動年月日 

上席執行役員 北関東営業部長 斉藤 浩一 平成23年６月30日 

執行役員 大阪北営業部長 尼子 康雄 平成23年６月30日 

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日 

上席執行役員 中央第一営業部長 
首都圏支社長代理、中央第

一営業部長 
藤野 卓雄 平成23年４月１日

上席執行役員 北関東営業部長 
首都圏支社長代理、北関東

営業部長 
斉藤 浩一 平成23年４月１日

上席執行役員 神奈川営業部長 
首都圏支社長代理、神奈川

営業部長 
奥山 和悦 平成23年４月１日

上席執行役員 
経営管理本部長補佐、人事総

務部長、関西管理部長 

人事総務部長、関西管理部

長 
森谷 紀彦 平成23年４月１日

執行役員 中央第二営業部長 
首都圏支社長補佐、中央第

二営業部長 
三浦 秀明 平成23年４月１日

執行役員 城西営業部長 
首都圏支社長補佐、城西営

業部長 
小瀬村 聖 平成23年４月１日

執行役員 大阪南営業部長 
関西支社長補佐、大阪南営

業部長 
西岡  績 平成23年４月１日

執行役員 
環境管理室長、社長室長、  

ブランド戦略室長 
環境管理室長、社長室長 安達 美雄 平成23年４月１日

執行役員 大阪北営業部長 
関西支社長補佐、大阪北営

業部長 
尼子 康雄 平成23年４月１日

執行役員 

ビジネスパートナー事業部長

補佐、ビジネスパートナー事

業部東日本営業部長、ＢＰＭ

ＲＯ営業部長 

ビジネスパートナー事業部

東日本営業部長、ＢＰＭＲ

Ｏ営業部長 

長坂 英夫 平成23年４月１日

執行役員 
サポートセンター部門長、保

守管理センター長 
－ 関口 淳一 平成23年４月１日

執行役員 

ＡＰソリューション部門長、アプ

リケーションソリューションセン

ター長、ＳＰサポート部長、ＣＡ

Ｄソリューションセンター長 

ＡＰソリューション部門長、アプ

リケーションソリューションセン

ター長、コンサルティングサー

ビス部長、ＣＡＤソリューション

センター長、ＮＳＩセンター長 

村上 倫明 平成23年７月１日

執行役員 
共通基盤プロモーション部長、

プロダクトプロモーション部長 

共通基盤プロモーション部長、

プロダクトプロモーション部長、

たよれーるプロモーション部長 

後藤 和彦 平成23年７月１日

執行役員 

サポートセンター部門長、

たよれーるコールセンター

長、保守管理センター長 

サポートセンター部門長、

保守管理センター長 
関口 淳一 平成23年７月１日 

執行役員 

共通基盤プロモーション部長、

プロダクトプロモーション部長、

ブランド戦略室長 

共通基盤プロモーション部長、

プロダクトプロモーション部長 
後藤 和彦 平成23年８月１日

執行役員 環境管理室長、社長室長 
環境管理室長、社長室長、 

ブランド戦略室長 
安達 美雄 平成23年８月１日
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期

間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期

連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成23年１月１日

から平成23年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から

平成22年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び当第３四

半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有

限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 41,446 32,669

受取手形及び売掛金 73,413 ※3  75,428

有価証券 5,000 5,000

商品 14,386 17,858

仕掛品 ※2  788 ※2  625

原材料及び貯蔵品 923 1,053

その他 17,995 16,224

貸倒引当金 △457 △608

流動資産合計 153,496 148,251

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  26,599 ※1  24,360

その他（純額） ※1  20,534 ※1  22,868

有形固定資産合計 47,133 47,228

無形固定資産 5,466 5,730

投資その他の資産   

投資有価証券 5,427 5,453

その他 7,673 7,735

貸倒引当金 △1,085 △997

投資その他の資産合計 12,014 12,191

固定資産合計 64,614 65,150

資産合計 218,110 213,401
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※4  64,221 ※4  67,498

短期借入金 7,420 7,340

未払法人税等 2,770 5,182

賞与引当金 7,460 2,652

その他 17,866 18,438

流動負債合計 99,738 101,111

固定負債   

長期借入金 － 10

退職給付引当金 1,866 1,783

役員退職慰労引当金 464 559

資産除去債務 227 －

その他 1,345 1,005

固定負債合計 3,903 3,358

負債合計 103,642 104,469

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,374 10,374

資本剰余金 16,254 16,254

利益剰余金 101,433 95,830

自己株式 △125 △124

株主資本合計 127,938 122,335

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 287 383

土地再評価差額金 △14,331 △14,331

為替換算調整勘定 △173 △131

評価・換算差額等合計 △14,216 △14,079

少数株主持分 747 675

純資産合計 114,468 108,931

負債純資産合計 218,110 213,401
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 348,976 359,889

売上原価 274,018 280,325

売上総利益 74,958 79,564

販売費及び一般管理費 ※1  60,817 ※1  62,251

営業利益 14,140 17,312

営業外収益   

受取利息 31 40

有価証券利息 12 3

受取配当金 40 40

受取家賃 163 161

持分法による投資利益 60 193

その他 256 241

営業外収益合計 564 680

営業外費用   

支払利息 70 57

その他 4 1

営業外費用合計 74 59

経常利益 14,630 17,934

特別利益   

投資有価証券売却益 0 3

貸倒引当金戻入額 13 62

特別利益合計 13 66

特別損失   

固定資産除却損 143 102

減損損失 43 5

投資有価証券評価損 4 62

関係会社整理損 37 －

貸倒引当金繰入額 170 229

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 510

その他 30 21

特別損失合計 429 931

税金等調整前四半期純利益 14,214 17,069

法人税等 ※2  6,182 ※2  7,103

少数株主損益調整前四半期純利益 － 9,965

少数株主利益 70 95

四半期純利益 7,961 9,869
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 104,681 110,745

売上原価 82,446 86,490

売上総利益 22,234 24,254

販売費及び一般管理費 ※1  20,310 ※1  20,884

営業利益 1,924 3,369

営業外収益   

受取利息 11 10

有価証券利息 3 1

受取配当金 11 15

受取家賃 56 53

持分法による投資利益 12 63

その他 104 135

営業外収益合計 199 279

営業外費用   

支払利息 22 19

その他 0 0

営業外費用合計 22 19

経常利益 2,101 3,629

特別利益   

貸倒引当金戻入額 10 44

特別利益合計 10 44

特別損失   

固定資産除却損 56 5

減損損失 34 0

投資有価証券評価損 4 62

貸倒引当金繰入額 165 79

特別損失合計 259 148

税金等調整前四半期純利益 1,851 3,525

法人税等 ※2  928 ※2  1,443

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,082

少数株主利益 19 36

四半期純利益 903 2,045
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 14,214 17,069

減価償却費 4,483 4,421

減損損失 43 5

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 104

受取利息及び受取配当金 △72 △80

有価証券利息 △12 △3

支払利息 70 57

持分法による投資損益（△は益） △60 △193

固定資産除却損 143 102

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 510

売上債権の増減額（△は増加） 1,105 2,225

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,223 3,445

仕入債務の増減額（△は減少） 1,685 △3,300

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △3

投資有価証券評価損益（△は益） 4 62

関係会社整理損 37 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 154 △16

その他 3,257 3,107

小計 23,834 27,512

利息及び配当金の受取額 110 120

利息の支払額 △54 △43

法人税等の支払額 △6,090 △9,436

営業活動によるキャッシュ・フロー 17,799 18,151

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △3,992 △2,159

有形固定資産の売却による収入 － 17

ソフトウエアの取得による支出 △2,255 △1,890

投資有価証券の取得による支出 △58 △76

投資有価証券の売却による収入 157 8

子会社株式の取得による支出 △490 －

長期貸付けによる支出 △5 △183

長期貸付金の回収による収入 124 52

その他 176 505

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,344 △3,726

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △30 △30

配当金の支払額 △4,104 △4,263

その他 △60 75

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,194 △4,218

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,260 10,207

現金及び現金同等物の期首残高 32,806 37,924

連結子会社の合併による現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 71

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  40,067 ※  48,203
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該当事項はありません。  

  

  

  

  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年９月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更 ①「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関

する当面の取扱い」の適用 

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会

計基準第16号 平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の

会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月

10日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

なお、これによる損益に与える影響額は軽微であります。  

  

②「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用しております。  

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそ

れぞれ7百万円増加し、税金等調整前四半期純利益は503百万円減少して

おります。   

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日 

 至 平成23年９月30日) 

（四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

当第３四半期連結会計期間
(自 平成23年７月１日 

 至 平成23年９月30日) 

（四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 
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【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年９月30日） 

１．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分する方法により算定しております。 

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法は、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場

合には、前連結会計年度で使用した将来の業績予測やタックス・プランニン

グを利用する方法によっております。 

３．連結会社相互間の債権債務及び取引

の相殺消去 

 連結会社相互間の債権と債務を相殺消去するにあたり、当該債権の額と債

務の額に差異が見られる場合には、合理的な範囲内で当該差異の調整を行わ

ないで債権と債務を消去しております。 

 また、連結会社相互間の取引を相殺消去するにあたり、取引金額に差異が

ある場合で当該差異の重要性が乏しいときには、一定の合理的な方法により

相殺消去しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年９月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成23年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あり、減損損失累計額を含んでおります。  

50,088 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あり、減損損失累計額を含んでおります。   

48,562

※２ 損失が見込まれる受注制作のソフトウェア等に係

る仕掛品は、これに対応する受注損失引当金 百

万円を相殺表示しております。  

169

※２ 損失が見込まれる受注制作のソフトウェア等に係

る仕掛品は、これに対応する受注損失引当金 百

万円を相殺表示しております。 

252

         ───────────── 

  

※３  連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

当連結会計年度末日は金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理しています。

当連結会計年度末日満期手形は次のとおりでありま

す。 

  受取手形  491 百万円

※４ 支払手形及び買掛金には、債権者が債権を資金化で

きる支払信託 百万円が含まれております。 14,839

※４ 支払手形及び買掛金には、債権者が債権を資金化で

きる支払信託 百万円が含まれております。 12,882

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年９月30日） 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給料手当及び賞与     百万円23,745

賞与引当金繰入額  4,425

退職給付費用  1,756

役員退職慰労引当金繰入額  56

貸倒引当金繰入額  124

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給料手当及び賞与     百万円24,200

賞与引当金繰入額  4,814

退職給付費用  1,637

役員退職慰労引当金繰入額  56

貸倒引当金繰入額  118

※２  法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示して

おります。 

※２          同左 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年９月30日） 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給料手当及び賞与     百万円6,792

賞与引当金繰入額  2,643

退職給付費用  589

役員退職慰労引当金繰入額  18

貸倒引当金繰入額  △9

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給料手当及び賞与     百万円6,928

賞与引当金繰入額  2,919

退職給付費用  527

役員退職慰労引当金繰入額  19

貸倒引当金繰入額  36

※２    法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示し

ております。 

※２          同左 
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当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至

平成23年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式      31,667千株   

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式          65千株  

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。  

   

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額  

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末後となるもの 

該当事項はありません。 

  

５．株主資本の金額の著しい変動 

剰余金の配当については、上記「４．配当に関する事項」に記載しています。なお、このほかに該当事項 

はありません。 

    

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                            (平成22年９月30日現在) 

 現金及び預金 百万円34,896

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △555

 取得日から３ヶ月以内に満期又は償

還期限の到来する有価証券 
 5,000

 その他流動資産に含まれる運用期間

が３ヶ月以内の信託受益権 
 725

 現金及び現金同等物  40,067

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                            (平成23年９月30日現在) 

 現金及び預金 百万円41,446

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △55

 取得日から３ヶ月以内に満期又は償

還期限の到来する有価証券 
 5,000

 その他流動資産に含まれる運用期間

が３ヶ月以内の信託受益権 
 1,812

 現金及び現金同等物  48,203

（株主資本等関係）

（決議） 

  

株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資  

平成23年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 4,266 135.00  平成22年12月31日  平成23年３月30日 利益剰余金 
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前第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分については、当社の事業目的に従って区分しております。 

２．各区分に属する主要な内容 

３．会計処理方法の変更  

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

（受注制作のソフトウェア等に係る収益の計上基準に関する会計基準）  

 第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）

及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用

しております。なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  

システムイン
テグレーショ
ン事業 
（百万円） 

サービス＆
サポート事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 54,710 49,567 403  104,681  － 104,681

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 86 75 511  674  △674 －

計 54,797 49,643 915  105,356  △674 104,681

営業利益又は営業損失（△） 2,644 985 56  3,685  △1,761 1,924

  

システムイン
テグレーショ
ン事業 
（百万円） 

サービス＆
サポート事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 193,176 154,273 1,526  348,976  － 348,976

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 186 223 1,592  2,003  △2,003 －

計 193,362 154,497 3,119  350,979  △2,003 348,976

営業利益又は営業損失（△） 13,900 5,573 117  19,591  △5,450 14,140

システムインテグレーション事業 …… 総合情報システムの調査分析・設計・導入、搬入設置工事、ネッ

トワーク構築、パッケージソフト導入、ソフトウェア受託開発、

その他関連サービスの提供 

サービス＆サポート事業 ……………… 総合情報システムのサプライ供給、テレフォンサポート、保守、

システム運用受託、データ復旧の各サービス、スクール教育及び

パッケージソフト運用指導並びにホテル事業 

その他の事業 …………………………… 建築、自動車（修理・販売）、保険、印刷 
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前第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 
  

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。  

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
  

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象と

なっているものであります。 

当社は、情報システムの構築・稼動までを事業領域とする「システムインテグレーション事業」と、システム稼動

後のサポートを事業領域とする「サービス＆サポート事業」を主な事業としております。 

従って、当社は「システムインテグレーション事業」及び「サービス＆サポート事業」を報告セグメントとしてお

ります。 

具体的な事業内容としては、次のとおりであります。「システムインテグレーション事業」は、コンサルティング

からシステム設計・開発・搬入設置工事、ネットワーク構築まで最適なシステムを提供しております。「サービス＆

サポート事業」は、サプライ供給、ハード＆ソフト保守、テレフォンサポート、アウトソーシングサービス等により

導入システムや企業活動をトータルにサポートしております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年９月30日） 

（単位：百万円）

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日） 

（単位：百万円）

（注）１．その他の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ビル保守管理、自動車整備、保険、Ｄ

Ｍ、情報管理等の事業を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額は、主として報告セグメントに配分していない親会社の一般管理部門に係る費用であ

ります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を適用しております。 

【セグメント情報】

  

報告セグメント

その他
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期
連結損益
計算書 
計上額 
（注）３ 

システム 
インテグ 
レーショ 
ン事業 

サービス
＆ 

サポート
事業 

計

売上高             

外部顧客への売上高  200,262  158,653  358,915  973  359,889 －  359,889

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 69  361  431  1,571  2,002  △2,002 － 

計  200,332  159,014  359,347  2,545  361,892  △2,002  359,889

セグメント利益  17,126  5,520  22,647  91  22,738  △5,425  17,312

  

報告セグメント

その他
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期
連結損益
計算書 
計上額 
（注）３ 

システム 
インテグ 
レーショ 
ン事業 

サービス
＆ 

サポート
事業 

計

売上高             

外部顧客への売上高  58,976  51,548  110,524  220  110,745 －  110,745

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 22  118  140  495  635  △635 － 

計  58,998  51,666  110,665  715  111,381  △635  110,745

セグメント利益  3,839  1,336  5,176  14  5,191  △1,821  3,369
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当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はありません。  

  

当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はありません。  

  

当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はありません。 

  

    当第３四半期連結会計期間（自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日） 

    該当事項はありません。 

  

    当第３四半期連結会計期間（自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日） 

    該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はありません。   

  

当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はありません。   

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）
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１．１株当たり純資産額 

  
（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 ２．１株当たり四半期純利益金額等 

（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。  

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成23年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 3,598.64円 １株当たり純資産額 3,425.67円

  
当第３四半期連結会計期間末

（平成23年９月30日） 
前連結会計年度末

（平成22年12月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  114,468  108,931

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 747  675

（うち少数株主持分（百万円）） ( ) 747 ( ) 675

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額 

（百万円） 
 113,721  108,255

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（千株） 
 31,601  31,601

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 251.93円 １株当たり四半期純利益金額 312.32円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
251.80円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
312.16円

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額      

四半期純利益（百万円）  7,961  9,869

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  7,961  9,869

期中平均株式数（千株）  31,601  31,601

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円）  △4  △4

（うち関連会社に対する親会社の持分比率変動に

よるもの（税額相当額控除後）（百万円）） 
（ ） △4 （ ） △4

普通株式増加数（千株）  －  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－ － 
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（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。  

   ２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

  

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日） 

 前連結会計年度末に比べて著しい変動はありません。  

  

該当事項はありません。   

  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 28.60円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
－ 

１株当たり四半期純利益金額 64.73円

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額 
－ 

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年７月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額      

四半期純利益（百万円）  903  2,045

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  903  2,045

期中平均株式数（千株）  31,601  31,601

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月11日

株式会社大塚商会 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 秋山 賢一  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 坂田 純孝  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 向井 誠   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大塚商

会の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成

22年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大塚商会及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年11月11日

株式会社大塚商会 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 秋山 賢一  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 坂田 純孝  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 向井 誠   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大塚商

会の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大塚商会及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年11月11日 

【会社名】 株式会社大塚商会 

【英訳名】 OTSUKA CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  大塚 裕司 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区飯田橋二丁目18番４号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大塚商会関西支社  

（大阪市福島区福島六丁目14番１号） 

株式会社大塚商会神奈川営業部 

（横浜市神奈川区金港町３番地３） 

株式会社大塚商会京葉営業部 

（千葉県船橋市葛飾町二丁目340番） 

株式会社大塚商会北関東営業部  

（さいたま市中央区上落合八丁目１番19号） 

株式会社大塚商会神戸支店 

（神戸市中央区磯上通八丁目３番５号） 

株式会社東京証券取引所   

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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 当社代表取締役社長 大塚裕司は、当社の第51期第３四半期（自平成23年７月１日 至平成23年９月30日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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